
第 31 期定時株主総会招集ご通知に際しての

法令及び定款に基づくインターネット開示事項

①　連結計算書類の連結注記表 １～９ページ

②　計算書類の個別注記表 10～12ページ

株式会社TRUCK-ONE

法令及び当社定款第14条の規定に基づき、インターネット上の

当社ウェブサイト（https://www.truck-one.com）に掲載する

ことにより、株主の皆様に提供しているものであります。

表紙



連結注記表

1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

１　連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　３社

連結子会社の名称　　株式会社T.L.G

丸進運油株式会社

SUN AUTO株式会社

　当連結会計年度において、SUN AUTO株式会社の株式を取得したため、連結の範囲

に含めております。

２　持分法の適用に関する事項

該当する事項はございません。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４　会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

(イ)有価証券

その他有価証券

①時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入　

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

②時価のないもの

移動平均法による原価法
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(ロ)たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

　評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定して

おります。）

①商品及び製品

個別法

②原材料及び貯蔵品

先入先出法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

(イ)有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

　ただし、賃貸用資産、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）、

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物、子会社の車両運搬具

については定額法によっております。

　主な耐用年数は以下のとおりであります。

賃貸用資産（車両運搬具）　　　　２年～５年

建物及び構築物　　　　　　　　　10年～60年

機械装置及び運搬具　　　　　　　２年～13年

その他（工具器具及び備品）　　　３年～10年

(ロ)無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。

(3) 繰延資産の処理方法

　社債発行費は支出時に全額費用として処理しております。
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(4) 重要な引当金の計上基準

(イ)貸倒引当金

　債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

(ロ)賞与引当金

　子会社１社は、従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当連結

会計年度の対応分を計上しております。

(5) 退職給付に係る会計処理の方法

　子会社１社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用してお

ります。

(6) のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、10年の定額法により償却を行っております。

(7) その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理

　税抜方式によっております。

2. 連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,052,245千円

(2) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

建物及び構築物 44,966千円

土地 442,628千円

計 487,594千円

②　担保に係る債務

短期借入金 1,150,000千円
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3. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 2,552,000 － － 2,552,000

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の

総額（千円）
配当の原資

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2 0 2 0 年
３ 月 1 9 日
定時株主総会

普通株式 5,997 利益剰余金 2.50
2019年
12月31日

2020年
３月23日

2 0 2 0 年
７ 月 1 7 日
取 締 役 会

普通株式 5,997 利益剰余金 2.50
2020年
６月30日

2020年
９月１日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度となるもの

決議予定 株式の種類
配当金の

総額（千円）
配当の原資

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2 0 2 1 年
３ 月 1 9 日
定時株主総会

普通株式 5,997 利益剰余金 2.50
2020年
12月31日

2021年
３月22日
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4. 金融商品に関する注記

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取り組み方針

　当社グループは、主として金融機関より資金調達する方針であります。一時的な

余資は運転資金とし、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに

関しては、取引先毎に、財政状態や信用状況をモニタリングし、貸倒懸念の早期把

握を図っております。投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、

市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、定期的に時価

や発行体の財政状態を把握しております。営業債務である買掛金・未払金は、その

ほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。これらは流動性のリスクに晒されて

おりますが、資金繰り計画を作成・更新し、当該リスクを管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を

織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す

ることがあります。
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２　金融商品の時価等に関する事項

　2020年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる

ものは含まれておりません。（（注）２．参照）
（単位　千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 428,127 428,127 －

(2) 受取手形及び
売掛金

290,360 290,360 －

(3) 投資有価証券 17,159 17,159 －

資産計 735,647 735,647 －

(1) 支払手形及び
買掛金

1,060,434 1,060,434 －

(2) 未払金 179,893 179,893 －

(3) 短期借入金 1,450,000 1,450,000 －

(4) 長期借入金
（１年内返済予定分含む）

609,328 609,650 322

(5) リース債務 163,560 158,051 △5,508

(6) 社債 250,000 250,739 739

負債計 3,713,216 3,708,769 △4,446

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。

(2) 受取手形及び売掛金

　短期間で決済される売掛金は、時価と帳簿価額が近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

　それ以外については、債権の回収期間ごとに区分した将来キャッシュ・フローを

満期日までの期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定

しております。

(3) 投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所等の価格によっております。
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負債

(1) 支払手形及び買掛金　(2) 未払金　(3) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

(4) 長期借入金　(5) リース債務　(6) 社債

　これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入又はリース取引を

行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 9,532

敷金保証金 22,106

※上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開

示の対象としておりません。

（注）３．金銭債権の決算日後の償還予定額
（単位　千円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 428,127 － － －

受取手形及び
売掛金

290,360 － － －

合計 718,488 － － －

（注）４．短期借入金、長期借入金、リース債務及び、社債の決算日後の返済予定額
（単位　千円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

短期借入金 1,450,000 － － －

長期借入金 2,688 480,752 113,440 12,448

リース債務 65,772 97,787 － －

社債 － － 250,000

合計 1,518,460 578,539 363,440 12,448
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5. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 289円98銭

(2) １株当たり当期純利益 9円69銭

6. 重要な後発事象に関する注記

　該当する事項はございません。

7. その他の注記

（企業結合等関係）
取得による企業結合
１．企業結合の概要
（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称    SUN AUTO株式会社
事業の内容          自動車輸出入事業

（2）企業結合を行った主な理由
　SUN AUTO株式会社は東南アジアに独自の販売ルートを構築し、主に国外向け
中古商用車販売事業を営んでおります。
　当社グループにおきまして、以前はロシアやニュージーランド向けに輸出を
行っておりましたが、リーマンショックや海外の輸入規制の煽りを受け、近年
は国内販売に特化し、事業を展開してまいりました。国内販売においても今の
ところ大きな変化はないものの、国内労働人口の減少や輸送の効率化に伴う商
用車の減少も予想され、海外市場への提供を目指し様々な機会を模索してまい
りました。
　この度の株式取得により、当社の強みである輸出用車両の仕入とSUN AUTO株
式会社の持つ東南アジアの販売網を獲得することで、シナジーを発揮すること
が期待できます。また、各国の規制や商習慣に対応するノウハウ等を得ること
が可能となり、海外市場への提供を拡大することを目的としております。

（3）企業結合日
2020年７月３日

（4）企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

（5）結合後企業の名称
変更ありません。

（6）取得した議決権比率
100％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が、現金を対価として株式を取得したことによります。

２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
　2020年９月30日をみなし取得日としているため、連結計算書類に含まれる被取得
企業の業績の期間は2020年10月１日から2020年12月31日までであります。

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
守秘義務契約により非公開とさせていただいております。

４．主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー契約等

21,100千円
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５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
（1）発生したのれんの金額

54,774千円
（2）発生原因

主として今後の事業展開によって期待される超過収益力から発生したものであ
ります。

（3）償却方法及び償却期間
定額法　10年

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 308,534千円
固定資産 241,365
資産合計 549,900
流動負債 118,654
固定負債 72,020
負債合計 190,674
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個別注記表

1. 重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの　　　　移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定しております。）

商品　　　　　　　　　個別法

原材料及び貯蔵品　　　先入先出法

(3) 固定資産の減価償却の方法

(イ)有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

　ただし、賃貸用資産、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）、

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によ

っております。

　主な耐用年数は以下のとおりであります。

賃貸用資産（車両運搬具）　　　　２年～５年

建物及び構築物　　　　　　　　　10年～60年

機械装置及び車両運搬具　　　　　２年～13年

工具、器具及び備品　　　　　　　３年～10年
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(ロ)無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。

(4) 繰延資産の処理方法

　社債発行費は支出時に全額費用として処理しております。

(5) 引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(6) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

2. 貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 531,635千円

(2) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

建物 40,314千円

土地 214,123千円

計 254,438千円

②　担保に係る債務

短期借入金 1,050,000千円

(3) 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

　区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額

は、次のとおりであります。

　関係会社に対する短期金銭債権 39,014千円

　関係会社に対する短期金銭債務 12,336千円
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3. 損益計算書に関する注記

関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

①　営業取引（収入） 222,714千円

②　営業取引（支出） 55,741千円

③　営業取引以外の取引（収入） 11,172千円

4. 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 153,100株

5. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

　繰延税金資産の発生の主な原因はたな卸資産の評価損であります。

6. 関連当事者との取引に関する注記

子会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容
取引の内容

取引金額
(千円)
(※1)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社 丸進運油㈱ 広島県 10,000 運送・陸送
(所有)
 直接
100％

３名
車 両 修 理

・
車両リース

業務受託 7,200 - -

※1. 価格その他取引条件は交渉の上決定しております。

7. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 277円78銭

(2) １株当たり当期純利益 19円68銭

8. 重要な後発事象に関する注記

　該当する事項はございません。
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